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第1節　　序
　わが国企業における基本的動向の一つに，その活動領域の国際化あるいは世界化を挙げ
ることができる。企業は外国における輸入規制への対応，市場の開拓，天然資源の確保，
労働力の確保，収益の安定成長，情報の獲得，PR効果，等を狙いとして，ますます国外
に進出しつつあるのであり，いわゆる多国籍企業となりつつある。
　ところで，企業のそのような国際化はその経営者に対し，日本的経営の国際的適用可能
性について考えることを要請する。日本企業の経営管理活動を特徴づけてきたところの諸
特性，たとえば経営福祉主義や集団主義という経営理念，あるいは終身雇用制や年功制と
いうような労務慣行ないし人事慣行は，これまでのところ，日本企業の目覚しい成長と成
功に与って力があったとみてよい。しかしながら，企業が日本とは多かれ少なかれ異質な
経営環境において操業をするに至るとき，そのような日本的経営の諸特性の普遍性と特殊
性があらためて問題となるのである。6
　東南アジア地域への近年のわが国企業の進出は，著しいものがある。そして，それに伴
って企業経営者は，日本的経営の東南アジアにおける適用可能性に留意することを不可避
とされるに至っている。本稿では，現代の日本企業が直面するところのかかる経営政策的
課題を解明するための基礎として，いわゆる日本的経営についてその意味と本質，ならび
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
にその普遍性と特殊性について，簡単に考察することにしたい。
　　第2節　日本的経営の意味
　いわゆる日本的経営がなにを意味するかは，論者の間で必ずしも見解の一致をみていな
い。本節では，日本的経営の意味について眺めたい。
　一口に日本的経営という場合，それは日本の企業における経営活動が，他の国々のそれ，
とりわけヨーロッパおよび北米のそれと対照的な形で有しているところの特質を総称して
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いるとみてよい。そのような特質として論者は，さまざまなものを指摘している。すなわ
ち，終身雇用制，年功昇進制，年功賃金制，福利厚生制度，集団的意思決定方式，といっ
た諸制度，また，それらを支えるものとしての経営家族主義や経営福祉主義，あるいは集
団主義が，さらには，企業別組合，下請制度，経営者の国益指向，企業と政府の関係の緊
密化，企業集団，他人資本依存的な財務体質，過当競争，等が挙げられている。
　日本的経営なる語が，日本企業の構造や行動の面における特色を指す語である限り，そ
れは上記のようなさまざまな内容のものを包含しうることになる。しかしながら，日本的
経営の特質として論者がとり上げるものは，通常は，企業の経営活動のうちでもその労務
活動，意志決定方式，経営組織の構造といった側面に関連するところの諸特質に，すなわ
ち，そのような側面に関連するところの経営理念，および経営管理方式ないし経営管理制
度の特質に限定される傾向にあると思われる。
　たとえば，占部教授は日本的経営の特質として，つぎのようなものを挙げておられる。
終身雇用（それは，学校卒業者が従業員として企業に入り，企業内教育を受け，定年まで
雇用される形態をいう），年功昇進制（従業員の昇進は，学歴と年功を主要な基準として
行なわれる），年功賃金制（従業員への経済的報酬は，学歴と年功という属人的な基準で
決定される。同一の職務に従事していても，勤続年数とともに賃金は上昇するという特色
をもつ），集団主義（個人別の責任体制が明確でなく，すべての経営決定が集団によって
行なわれる傾向にある），福利厚生主義（福利厚生施設が充実しており，従業員の私的生
活の領域にまで入り込む形でその福祉が図られる），といったものがそれである竃）
　このように日本的経営といった場合，それは一般にはある程度限度的な形で用いられる
が，本稿でも，日本的経営の特質として，日本企業の労務活動および経営管理過程に関連
するところの経営理念ないし経営イデオロギーの特色を，ならびにそのような理念の具体
的な展開としての労務管理および経営管理過程の制度的特色をとり上げることにしたい。
日本的経営の意味は広義には，外国企業の経営活動と対比した場合の日本企業のそれにお
ける特色に関連しており，この意味では，労務活動や経営管理過程以外の領域における日
本企業の特色も日本的経営の名で呼びうることになる。たとえば，日本企業はその財務構
造の面では，アメリカ企業，西ドイツ企業，あるいはイギリス企業に比して自己資本比率
が著しく低いことを特色としているが，資本構成の面におけるそのような特色もまた，日
本的経営の特質に含められうるであろう。あるいは，日本株式会社の名で呼ばれるような，
企業と政府の一体化の現象も，日本的経営の特質に挙げられうるかもしれない。しかしな
がら，ここでは，上記のような形で，日本的経営の意味をより狭く解することにしよう。
　さて，諸論者の見解を総合するとき，かかる日本的経営の特質としては，以下のものを
挙げることができるように思われる。すなわち，それらは，第1に，企業福祉主義ないし
経営福祉主義と名付けうるような，ならびに集団主義の名で呼びうるような，日本企業の
経営理念面の特質であ’る。第2は，かかる経営理念的特質から生起するところの，終身雇
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用制，年功制，集団的決定，等の企業の制度あるいは慣行である。以下，これらについて
説明するならばつぎのようである。
　まず，経営福祉主義および集団主義としてとり上げられるところの経営理念面の特色で
あるが，ここにいう経営福祉主義とは，企業がその従業員の経済的利益ならびに非経済的
利益の追求に，できるだけ責任を負うという姿勢を意味している。日本の企業はその従業
貝にとって，かれとその家族の経済的・物質的福祉の源泉を意味するとともに，従業員の
社会的地位，働き甲斐，といったものの源泉をも意味しており，企業は従業貝の生活全体
としばしば密接に結びつくのであって，従業員は企業がその生活全体に責任を負うことを
期待し，企業もまたかかる責任を引き受けようとする。経営福祉主義は，企業によるその
ような責任引き受けを支えるところの理念である。
　日本の企業がその経営理念の一部としてかかる経営理念をもってきたことは，多くの論
者が指摘するところであって，かくのごとき経営福祉主義を日本的経営の基本的特質の一
つとして，一応認めることができるであろう。経営福祉主義の理念は，家という伝統的な
制度とイデオロギーに結びつく形で日本社会の工業化の段階において企業に出現したとこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
ろの経営家族主義の理念の今日的展開であるといえよう。たとえば，間教授によると集団
主義が日本的経営の本質をなすが，具体的にはそれは経営家族主義として現われていると
される。すなわち，教授によると，制度としてのその連続的性格，その構成員との関係の
終身的性格，上下的な身分関係，生産活動と消費活動の単位，個人に対する集団の優位1生，
といった諸特質をもつところの家のアナロジイによって展開されるところの経営家族主義
が，日本的経営の特色となってきた。かかる経営家族主義は，経営者ないし資本家による
家父長的な独裁的支配，資本家と従業員の間の親子的な関係，終身雇用制，年功制度，福
利厚生制度，等からなるのであり，それが第1凍大戦前後に一部企業において形成され，
それ以降の日本的経営を特色づけてきた。そして，それは，第2次大戦後の家制度の崩解
と社会の民主化に伴って，経営福祉主義と呼びうるものとなったとされるのである。いわ
ゆる経営家族主義についてはその本質を，資本制企業による利潤追求の手段として認識す
る見方が一般的であるが，いずれにしても，経営家族主義から生起した経営福祉主義が今
日の日本企業における，対従業員関係政策の基本的な理念を形成していることについては，
さして問題はないように思われる。
　つぎに，集団主義とは，広義には，個人主義を対比される概念，すなわち，前記の経営
福祉主義の背景にも存在し日本社会の一般的特質の一部門なすところの社会的理念であ
り，集団によるものごとの遂行，集団への帰属性，個人に対する集団の優越性，集団によ
る個人の生活の保障，等を意味する概念である。ここでは，それをより狭義，かつ具体的
に解して，問題への関係者全員のコンセンサスに基づいて行なわれる経営意思決定方式に
代表されるような，日本企業の経営意思決定プロセスおよび経営組織の面における集団活
動的特質を支えるところの理念，すなわち，和の精神や集団的行動を重視するところの理
　66
念として理解することにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
　広義の集団主義を以って日本的経営の特質とみる論者は，多い。藻利教授は，アメリカ
やヨーロッパのいわゆる個人主義に対して，わが国ではいわゆる集団主義的経営が考えら
れること，かかる集団主義的経営に日本的経営の特質が集約されていると一般に考えられ
ていること。そして，終身雇用制，年功制，等のような家族主義的制度がかかる集団主義
的経営の具体的展開として存在していることを指己れる1）あるいは，岩田教鐵。よると
集団主義的経営が日本的経営の特質であり，その根底にあるものはムラ共同体の概念であ
るとされる。すなわち，集団への帰属性向あるいは集団への定着性向として示される日本
人の心理的特質は，日本人の意識・行動において家の概念よりも根底に存在するムラ共同
体の概念に根ざしているのであって，かくのごとき特質を基盤として日本の企業では組織
内の諸関係の安定性がなによりも指向されるのであり，終身雇用制もそのような特質の上
に形成されるのである。このように，広義の集団主義が日本企業の構造と行動の背景にみ
られるという見方は，論者の間でかなりに存在する。かくのごとき広義の集団主義が日本
企業の経営理念の形成に影響を及ぼしうることも否定できず，そこから派生する和の概念
あるいは集団的な行動と秩序の重視の概念，つまり，ここにいう狭義の集団主義が，日本
的経営のもう一つの理念となっていることは一応認めてもよいと思われる。
　以上のような経営福祉主義の理念，および集団主義の理念を以って，経営理念面におけ
る日本的経営の特色とみなすことができる。つぎに，日本的経営の他の特質としては，そ
のような理念を根底として展開されてくるところの経営管理活動および企業活動上の幾つ
かの制度と慣行を挙げることができよう。そのような制度と慣行としては，第1に終身雇
用制が挙げられる。企業は，よほどのことがない限りその従業員を定年まで雇用し続けよ
うとする。他方，このことは，従業員が他の企業へと自由に移動することを可能にするよ
うな横断的労働市場を閉ざすことにもなり，また，人件費の非弾力的性格とそれへの対応
のための下請制度の展開をも促すことになる。第2に，年功昇進制および年功賃金制とし
て表わされるところの年功制が挙げられる。昇進および賃金支払は，企業において従業貝
が担当する職務と結びつくよりは，企業におけるその勤続年数およびその学歴と結びつく
形でなされる。もっとも，このことは，昇進および賃金が単純に勤続年数および学歴のみ
によって決定されることを意味しない。第3に，福利厚生制度の重視が挙げられる。社宅，
病院，保養所，社内食堂，等の施設の重視が図られ，また，従業員の余暇活動に対しても
企業によって関心が寄せられる。以上は，企業の労務活動ないし人事活動面の特色である。
第4に，企業の意思決定方式あるいは経営組織面における特色であるが，稟議制に代表さ
れるようなボットム・アップ的，集団的な意思決定形態，個人の職務上の権限と責任の不
明確さ，責任や業績の集団帰属性，あるいは，企業経営上の諸ルールの非成文佑的性格，
等が挙げられる。
　これらの諸特質のうち，企業経営上の諸ルールの非成文化的性格についてより具体的に
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説明するならば，それは，欧米企業に比して日本企業では明確な職務規定が欠如し，責任
・権限の公式化も少ないことを指す。かかる特性は，日本社会のいわゆる同質性というこ
とにも部分的には根ざしているといえよう。このような特性を強調する論者として，たと
えば吉野教癬挙げることができる．教授は，米国のそれと対比した場合の日本の企業経
営の特質として経営管理におけるインフォーマルな性格をつぎのように指摘しておられる。
かかる性格とは具体的には，経営組織経営管理方法，情報の流れ方，などにおいてその
成文化や責任分担の明確化が少ないことを意味する。すなわち，米国の企業経営では，ル
ールの成文化，職務規定の明確化，責任と権限の限定化が存在しており，この意味で経営
活動の仕方は，フォーマルな形で表明されており，その把握が容易である。他方，日本の
企業経営では，その仕方は公式化された部分が少ない。たとえば職務規定は個人について
でなく部課について大まかな形で存在するに止まるのである。フォーマルな部分を多く含
むという米国の企業経営の特質は，人種・言語・文化等における多様性を伴う米国社会の
性格，また，個人の尊重や契約観念の重視という米国の文化的特性から生じたものである
とともに，このような特質は，米国の経営方式を他国に移転することを容易ならしめるの
であって，この意味で米国の経営方式はユニバーサルである。他方，日本の経営方式は，
そこにおけるインフォーマルな要素の故に米国の経営方式に比してパティキュラリスティ
ックであることを特徴とするのである，と。
　日本的経営の特質のうちの主要なものとしては，以上のようなものを挙げることができ
るであろう。日本企業の経営理念や経営活動様式におけるこれらの特質は，必ずしも日本
企業に固有のものではない。また，日本企業といえど欧米企業の特質といえるものをも含
んでおり，加えて，日本企業の前述のような特質は絶えざる変化の過程にあり流動的であ
る。すなわち，欧米の企業においても程度の差はあれ，従業員の福利厚生への関心は存在
している。あるいは，日本の企業においても集権的・階層的な意思決定構造や，職務内容
の公式的記述もみられるのである。されば，上記の日本的経営の特質は，あくまで相対的
なものである。それにもかかわらず，日本的経営の一般的特質として，一応，上に挙げた
ような諸要素を示すことができると思われる。かかる日本的経営の特質についてのより詳
しい考察は次節で行なうことにして，ここでは日本的経営の意味をひとまず，上述のよう
に考えることにしたい。
　　第3節　日本的経営の本質と意i義
　日本的経営の前述のような諸特質をめぐって論者の間で提起される論議の一つは，かか
る特質がどの程度に日本企業の本質的性格を規定するのかどうかということである。本節
ではこの点について眺めつつ，日本的経営の概念をさらに明らかにすることにしたい。
　さて，経営家族主義，集団主義というような経営理念面の特色，あるいは，かくのごと
き理念から出現する終身雇用制，年功制，等の制度や慣習は，たしかに，日本の企業を外
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国とりわけ欧米諸国の企業と異なる存在ならしめているようにみえる。しかしながら，こ
のことはどこまで妥当であるのであろうか。日本的経営の本質をめぐって提示される見解
の一つは，日本的経営における前記の諸特質は日本企業を外国企業から分かつ基本的なメ
ルクマールであり，日本企業は外国企業と本質的に異なるとするものである。他の見解は，
日本的経営の特色の存在は認めるものの，日本企業も欧米企業もいずれも資本制企業とし
てその本質的性格に差異は存在しないとするものである。これら二つの見解は，前者が日
本企業と外国企業とにおける，企業としてのその共通的性格を看過している点で，また，
後者が企業としての両者の共通性を認識するものの現代企業の本質的性格における変化を
軽視する点でいずれも問題を有しているように思われる。以下，このことについて眺める
ことにしよう。
　日本的経営の特質が日本企業の本質的性格を規定しており，日本企業は資本主義企業と
しての欧米企業とは本質的に異なるとする見解が論者のうちに存在する。かかる見解の一
つは，津田教授のそれである。津田教授は，日本企業の特色をはじめ「集団主義経営」と
　　　　　　8）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
して理解されるが，のちにそれをさらに展開して「生活共同体」の概念を示しておられる。
　すなわち，教授にあっては，血縁的生活共同体たる家庭を1次的組織体とすれば生活共
同体とは人間の社会的，経済的，政治的，文化的な欲求を充足する第2次的組織体であっ
て，ひとびとは家族内で充足しえない欲求の充足を求めてそこに参加すること，そして日
本の社会では企業は，そのような生活共同体たることを基本的特質とすることが強調され
る。教授においては，所有と経営の分離の状況下では現代の経営者は所有者のための利潤
にではなく生活共同体としての企業への利益獲得に利潤追求の意義を見出しており，企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）
の基本的目的は生活共同体の形成，維持，拡大であることが主張されるのである。このよ
うな津田教授の見解は，労働提供者としての企業参加者への奉仕をその第1次的な目的と
する組織体として企業をとらえるものであるとともに，それは企業をばひとびとの経済的
欲求の充足に対してのみならず，その社会的・文化的な欲求の充足に対しても責任を負う
ような制度として認識するものであって，ここでは，日本の企業は資本制企業という性格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
を脱していることが強調されているといえる。
　経営福祉主義や集団主義というような特質が日本企業の本質的性格を形成するとみる見
解が存在する一方，日本的経営の特色は一応認識するものの，それはあくまで日本企業を
資本制企業と異ならしめるものではありえないとする見解も有力である。
　たとえば，占部教授は津田教授の生活共同体の概念について，生産経済に従事する日本
の経営組織の特性を説明する概念として生活共同体なる表現を用いるのは不適当であるこ
と，すなわち，生活共同体の概念のうちには経済的合理性への留意がみられず，それは日本
的経営が資本主義経済の現実に直面しているという事実を忘れさせるものであることを指
摘しておられぢ1）経営福祉主義等の日本的経営の特質を日本企業の本質と関連させるこ
とに対して批判的な見解は，占部教授以外のひとびとによっても提起されるものであって，
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企業の指導原理をいわゆる資本の論理によって説明せんとする論者は，この範疇に属して
いる。
　日本的経営の本質をめぐっては，このように二つのあい対立する見解が存在する。この
うち，日本的経営の特質が日本企業の本質を変化させるものではありえないとする見解は，
部分的には適切である。なぜならば，第1に，日本的経営というものは，日本の企業が資
本制企業として展開してきた過程において生まれたものと考えることが妥当であって，こ
の意味ではそれは企業によるいわゆる資本の論理の追求のための手段であったともいいう
　　　　　　　　　　13）
るからである。高田教授は終身雇用制に関連して，日本的経営の形成が明治の末期から大
正期，昭和初期にかけてなされたこと，そして第2次大戦後にその確立がなされたことを
指摘されるとともに，その形成と確立の理由として，従業員統合の必要性（大規模企業の
出現に伴う従業員の増加が，その統合のための新しい経営理念と制度の出現を要請した），
製造技術の発展（機械化の進展に伴って生ずるところの，優秀な従業員の永続的確保の必
要性が，新しい理念と制度を要求した），労働運動（労働運動の出現は，それへの対抗の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
ための有効な経営理念と制度を必要ならしめた）といったものを挙げておられる。このよ
うな日本的経営の形成理由が示すように，日本的経営はもともとは資本制企業と結びつい
て展開されてきたのである。第2に，日本的経営の諸特質は，一見したところ非合理的で
あり企業による利潤目的ないし経済的目的の追求と対立しうるようにみえるが，実は，か
なりに経済的合理1生を有するのである。
　日本的経営が日本という社会的・経済的な環境においては経済的合理性をもちうること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
を終身雇用制および年功制についてより詳しく説明するならば，つぎのようである。すな
わち，終身雇用制についていえばそれは，主として以下の点で経済的合理性をもつことに
なる。第1にそれは，雇用と所得の安定性への従業員の欲求を満すことによって，企業へ
の従業員の忠誠心を生むことになる。第2に，それは企業が新しい技術を導入することを
容易ならしめる。企業における技術革新は，旧職務担当者の解雇へとつながらず，技術革
新への労働者の反対を防ぐことになる。第3に，終身雇用制の普遍化に伴う非横断的労働
市場の形成は企業が長期的見地からその従業員の教育訓練を行なうことを可能ならしめ，
企業の生産効率の向上へと導きうるのである。年功制についていえば，それは主としてつ
ぎの点で経済的合理性を示している。まず，年功昇進制に関しては，第1に，勤続年数は
職務経験の程度を，また学歴は職務遂行上の知識の程度を物語るものであるといえ，この
限りではそれは企業にとって経済的に合理的な性格をもつ。第2に，それは，グループ・
モラールの維持を可能ならしめる。特定個人の急速な昇進は，昇進にあずからないひとび
との志気を喪失せしめる可能性をもつのである。つぎに，年功賃金制についていえば，第1
にそれは，終身雇用制と同様に従業員の所得を安定ならしめており，その忠誠心を強化せ
しめる。第2にそれは，年功昇進制同様，勤続が経験を学歴が知識差を意味する限り，企業
にとって合理的要素をもちうるのである。以上のように，年功昇進制と年功賃金制にあっ
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ては，経済的な合理性をもちうる面が存在するが，年功制に関してはさらに，米国の企業
と異なって日本の企業は企業への従業員の貢献と企業による従業員の報酬の提供の間に長
期的なバランスを図ろうとしていること，ならびに，日本の企業では，長期にわたる社内
のコンセンサスに基づいて個人の業績評価が行なわれるのであり，単純に勤続年数と学歴の
みによって業績が評価されるのでないことを付言せねばならない。終身雇用制および年功
制にみられるこのような経済的合理性の側面は，日本的経営が企業の経済効率の増大とか
なりに両立しうることを示している。
　かくのごとき日本的経営の形成原因およびその経済的合理性は，日本的経営の特質が資
本制企業としての日本企業の特性を変えるものではないとする見解を，一面では支持して
いるといえよう。ただ，かかる見解は，資本制企業として企業の本質を理解するに止まり，
経営福祉主義という日本的経営の特質が現代の社会ではむしろ普遍的性格を帯びるに至っ
て～・ることを看過している点で問題を有している。現代の企業は古典的な経済理論におけ
る企業像と異なるものとなりつつあるのであって，その目的は所有者への利潤最大化を離
れて，むしろ，所有者，従業員，経営者，第の利益の追求へと向いつつある。企業の目的
は多元化してきているとみることができるのであって，企業と社会との結びつきの緊密化，
企業に対する社会の影響の増大といったことは，企業目的のこのような多元化を不可避的
なものたらしめているのである。
　他方，日本的経営における諸特質を以って日本企業の本質的性格の独自性を強調する見
解は，それが日本企業の特質を示す点で，また，それが現代の日本企業の基本的目的の一
つとして従業員への奉仕が存在することを示唆する点でとりわけ有意義である。しかしな
がらそれは，日本的経営の諸特質が絶対的ないし特殊なものではなく，かなりに相対的な
いし普遍的なものであることを軽視する点に問題を有しているといわねばならない。
　なるほど，年功制や稟議制といったものは，かなりに日本に固有のものであるかもしれ
ない。しかしながら，たとえば，企業をめぐってその従業員の自己実現の欲求は増大して
きており，企業はかかる欲求に対応するために，なんらかの形での従業員の経営参加を図
ることを要請されつつあるのであって，このことは日本の企業たると外国のそれたるとを問
わず，ある程度のボトム・アップ的な意思決定方式の導入が企業にとって必要となりつつ
あることを示している。すなわち，集団的決定といった方式もこの意味では，特殊なもの
とは必ずしもいえないであろう。経営福祉主義や終身雇用制といった日本的経営の特質に
ついていうならば，過去はともかくとして，今日の社会ではそれはますます普遍的性格を
帯びつつあるように思われる。洋の東西を問わず企業のいわゆる社会的責任への社会的関
心が増大しつつあり，企業もその存続・成長のためには社会的責任の受け入れを不可避と
している。かかる社会的責任の主要な要素の一つは，雇用維持の責任ならびに従業
員の厚生への配慮の責任であって，この点では経営福祉主義という経営理念および終身雇
用制という労務慣行は，現代の企業一般に対してますます普遍的適用可能性を有しつつあ
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丁目みてよいであろう。たとえば，米国の企業をめぐって確立されているところの先任権
制度にしても，それは雇用の安定性に対する労働者の欲求への労使双方の米国的な対応方
式であるとともに，それが労働者の支持のもとに将来とも存在し続けうるためには，企業
の側において雇用の安定の確保への努力が存在することが不可決であると思われるのであ
る。
　要するに，現代的企業観に立つ限り，日本的経営の諸特質は，日本企業の本質的性格を
かなりに規定するとみなしうるとともに，そのような特質はある程度相対的なものである
とみなしうるのである。むろん，日本的経営の特質における相対性は，日本的経営の独自
性を否定するものでなく，日本以外の地域への日本的経営方式の適用を企業が考えるに際
しては，企業側の慎重な考慮が必要である。
　　第4節　日本的経営の普遍性と特殊性
　これまでのところで，いわゆる日本的経営の概念と本質がかなりに明らかになったと思
われる。問題は，日本企業の経営環境が国際化した今日において，このような日本的経営
というものがどこまで国際的に適用可能性をもっているかということである。本節で
はこの問題について，基礎的な角度から眺めることにしたい。
　さて，日本的経営の国際的適用可能性について，すなわち日本的経営の普遍性と特殊性
について眺めるためには，はじめに，経営理論におけるいわゆるコンティンジェンシイ・
アブP一チについて理解することが適切であろう。
　コンティンジェンシイ・アプローチあるいはコンティンジェンシイ理論とは，近年にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）　　　　　　　　　　　　　17）
ける組織研究の新しい動向に対して付与された名称である。高宮教授に従うならば，コン
ティンジェンシイ理論とは，コンティンジェンシイ・アプローチつまり条件的接近による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
組織論研究であり，それはつぎのような内容をもつ。すなわちそこでは組織はそれをとり
巻くところの外的諸条件とり関係において考察されるべきであり，その条件が異なればそ
の具体的な理論も異なってくるという主張がなされるのであって，組織についての普遍的
理論が批判され，条件適応理論が主張される。この場合，組織理論の根本原理そのものの
一般的普遍性を否定するところまでいくのではなくて，組織の具体的な中間理論における
条件適応理論の妥当性が主張される。もともと条件適応的性格をもつ具体的な中間理論を
普遍的理論とみなし，それを環境条件の相違を無視して普遍的に適用することが，誤りで
あるとされるのである。
　要するに，コンティンジェ1ンシイ・アプローチにあっては，企業経営に関する非抽象的，
具体的な理論は特定の企業環境との関連においてのみ有効であることを強調する。このよ
うなアプローチは，いわゆる経営管理原則の普遍的適用可能性を強調する伝統的管理学派
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
のひとびとによっても今日，受け入れられつつある。たとえば，クーンツらは，管理職能につ
いての諸原則は組織形態の相違や組織内の管理者の地位のいかんにかかわらず等しく適用
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可能であるというそのこれまでの見解を修正して，管理の理論はあらゆる状況に適用しう
るような方法を提唱するものではなく，状況の違いへの配慮が必要であるということを述
べるに至っている。
　コンティンジェンシイ・アプローチについての上記の説明は，日本企業において用いら
れる経営管理技法は，それが日本においては大いに効果的であるにしても，他の国へのそ
の適用可能性については論議を呼びうることを示唆している。それでは，日本的経営にお
ける前記の諸特質は，どこまで普遍性をもちうるであろうか。
　日本的経営とはそもそも，日本という社会環境を背景としてしかも特定の時代を背景と
して出現してきたところの経営管理様式である。その意味では，日本の社会が変化するに
伴い，日本においてもその適用可能性の程度は減少していくことになるであろう。まして
や，社会的基盤を大きく異にするところの外国社会では，その適用可能性には種種の限界
が存在するといえよう。それにもかかわらず，日本的経営の諸特質のうちの幾つかは，か
なりに国際的な適用可能性をもつように思われる。すなわち，前節で触れたように，経営
福祉主義の経営理念，および経営実践におけるその具体的展開としての終身雇用制や福利
厚生制度等は，かなりに普遍的性格を帯びていると考えられるのである。現代の社会にあ
っては，企業はその従業員に対する増大する責任の受け入れを要請されつつあるからであ
る。
　他方，日本的経営における特質の幾つかは，その普遍的適用可能性の点で問題を有して
いるようにみえる。企業への従業員の貢献とかれへの報酬との間の長期的なバランスの実
現を指向するところの年功制は，横断的労働市場が普遍的であるような社会環境では，従
業員にとって必ずしも魅力的たりえない。あるいは，企業運営上のルールにおいて非公式
的要素を多く含むという日本的経営のバティキュラリスティックな性格は，日本とは異質
な社会への日本的経営の適用に際して大きな障害となりうる。さらには，福利厚生制度に
しても，個人主義と多元主義の価値が強調されるような社会では，従業員の生活に対する
拘束と解されるかもしれないのである。このように日本的経営の特質のあるものは，その
国際的適用に際してはなんらかの修正を余儀なくされうるであろう。事実，日本において
さえ，今日，終身雇用制は残存しているとみなしうるにしても，昇進と賃金の面でのいわ
ゆる能力主義の強化が年功制の修正をもたらしつつある。昇進速度の格差は拡大し，給与
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は「年功給」と「職務給」，「職能給」の合成となっているのである。
　日本という社会において，第1次大戦前後から第2次大戦後という特定の時代にかけて
展開されてきたところのいわゆる日本的経営方式は，一面では，今後とも日本社会で有用
であるようにみえるとともに，かなりの国際的適用可能性をもつように考えられる。他方，
それはまた，日本社会におけるその今後の適用可能性の面で，また，その国際的適用可能
性の点で問題点を有している。日本的経営の普遍性と特殊性を考えるに際しては，コン
ティンジェンシイ・アプローチが不可欠であるといわねばならない
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　第5節　結　び
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　前節では堅く一般的な形ではあるが，日本的経営の国際的適用可能性について眺めた。
ところで，近年，わが国企業の国際的進出は著しいものがある。とりわけ，東南アジア諸
国への企業進出は，顕著である。そして，このことは，東南アジア諸国というかなりに日
本とは異質な経営環境に対して日本的経営がどこまで適用可能かという問題を，日本企業
の経営者に対して提示する。されば，本稿の最後では，この問題に対して簡単に触れるこ
とにしたい。
　さて，東南アジア地域に進出したわが国企業はかなりに成功を示している一方，それは
また，幾つかの点で，経営管理上の困難や現地社会の批判に直面している。この場合，そ
のような成功の一端は，あるいは困難や批判のあるものは，日本的経営の特性に基づいて
　　21）
いる。たとえば，終身雇用制，福利厚生制度，あるいは家族主義的・温情主義的な経営実
践といったものは，現地社会でかなり好意的に迎えられているようである。他方，年功賃
金制という要素は，特定企業への従業員の忠誠の低さや横断的労働市場の存在によって，
優秀な従業員の確保の面では必ずしも効果的でないといわれる。あるいは，日本的経営に
おけるインフォーマルな要素の存在は，企業の現地化に対する現地のひとびとの期待に日
本企業が迅速に適合することを困難ならしめ，日本企業への批判の原因の一端を形成しう
るとされるのである。
　このように，日本的経営の特性のあるものが東南アジアにおいてある程度の普遍性をも
つ一方，特性の幾つかはそのような普遍性をもたないようにみえる。このことは，東南ア
ジア進出の日本企業の経営者に対し，日本的経営の普遍性と特殊性について慎重に考察す
ることを不可避たらしめることになる。この場合，東南アジアというものが，そこにおけ
る人種，風俗，等の点で，あるいは日本からの地理的距離の点で，日本人にとって一面で
は西欧の国国よりも身近に感じられるにしても，それは他面では日本と根本的に異質な社
会であることに留意せねばならない。また，一口に東南アジアといっても，そこに含まれ
る国国がその民族，言語，宗教，風俗，歴史，社会価値，等をかなり異にしており，日本
的経営の特性は東南アジアの国国の間でもその適用可能性を異にしうるという点にも留意
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せねばならないであろう。
注1）　本稿は，拙著「企業の国際化とその経営政策一わが国企業の東南アジア進出に関連して一」，
　　長崎大学東南アジア研究叢書14，昭和54年，における日本的経営についての筆者の見解，とりわけ
　　日本的経営の本質についてのそれをより明確ならしめようとするものである。
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